
別紙１  

地域づくり助成事業 実施要綱 

第１条（趣旨） 
 この要綱は，公益財団法人鹿児島県建設技術センター（以下「センター」という。）

が，次条に掲げる目的のため，第３条に規定する研究又は活動に助成金を交付する

地域づくり助成事業（以下「本事業」という。）の実施に必要な事項を定める。 

第２条（事業の目的） 
 本事業は，建設需要が多様化するとともに過疎化や少子高齢化が急速に進行しつ

つある本県の建設行政の課題に関する研究又は活動を支援することを目的とする。 

第３条（対象） 
本事業が支援する研究又は活動は，本県が抱える公共事業の喫緊の課題の解決

に効果を有するもので，次の各号に掲げるものとする。 

一   行政の支援要請を受けて，地域づくりに寄与する活動  

二   安心・安全の増進や環境保全等に寄与する新技術・新工法の研究  

三   将来へ残す質の高い社会資本整備に寄与する新技術・新工法の研究  

四   地方公共団体の建設行政の円滑かつ能率的な執行に寄与する研究及び活動  

五   社会資本整備を担う人材の育成に寄与する活動  

六   その他，センター理事長（以下「理事長」という。）が，センターの設立趣旨に沿う

と認める研究及び活動  

第４条（助成対象者） 
 本事業の助成金（以下「助成金」という。）の交付を受けることができる者は，原則と

して，鹿児島県内にある教育機関（大学又は高等専門学校等），ＮＰＯ法人及び営

利を目的としない団体とする。 

第５条（助成金の条件） 
 センターは，一件の研究又は活動について，単年度かつ５０万円を限度として助成

金を交付することができる。ただし，センターが必要と認めた場合は，この限りでない。 

２  助成金の使途は，研究又は活動に直接に必要な経費として「地域づくり助成事業

費目一覧表」（別表）に示すものを原則とする。 

第６条（交付の申請及び交付の決定） 
 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，「地域づくり助成事業

助成金交付申請書」（様式１）及び添付書類（様式１－１，様式１－２）を，センター

が定める時期までに，センターに提出しなければならない。 

２  申請者は，前項の規定にかかわらず，本事業の交付の決定を受け，一件の研究

又は活動を完了した年度の翌年度は，前項の申請を行うことができないものとする。 

３  センターは，第１項の申請があったときは，書面の審査等を行うほか，別に定める

「地域づくり助成事業審査委員会」の審議を経て，助成金を交付すべきものと認めた

ときは，予算の範囲内において交付の決定をする。 

４  センターは，助成金の適正な執行を図るため，必要な条件を付すことができる。 
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５  センターは，前二項の決定を「地域づくり助成事業交付決定通知書」（様式２）に

より，申請者に通知する。 

第７条（助成金の請求） 
 前条の規定による交付の決定の通知を受けた者（以下「助成事業者」という。）は，

「地域づくり助成事業助成金交付請求書」（様式３）をセンターに提出して，助成金の

交付を請求することができる。 

２  センターは，前項の請求に対して，交付の決定をした金額の範囲内で助成金を交

付する。 

第８条（変更） 
 助成事業者は，交付の決定の通知を受けた後，次の各号に該当することとなったと

きは，「地域づくり助成事業変更交付申請書」（様式４）及び添付書類（様式４－１，

４－２）を提出して，センターと協議しなければならない。 

一   交付の決定があった助成金の費目別の金額について，３割を超える増額が生じ

又は生じることが見込まれるとき。  

二   研究又は活動の内容について，大幅な変更が生じ，又は生じることが見込まれる

とき。 

２  センターは，前項の申請の内容が適正であると認めたときは，その承認をするものと

する。この場合において，助成金の額の変更を必要とするときは，併せてその決定を

するものとする。 

３  センターは，前項の承認及び決定を「地域づくり助成事業変更交付決定通知書」

（様式５）により，助成事業者に通知する。 

第９条（完了報告） 
 助成事業者は，交付の決定を受けた年度の研究又は活動が完了したときは，当該

年度内に，「地域づくり助成事業完了報告書」（様式６）及び添付書類（実績報告

書，様式６－１，６－２）をセンターに提出しなければならない。 

第１０条（助成金の額の確定等） 
 センターは，前条の報告を受けたときは，その実績が交付の決定の内容及びこれに

付した条件に適合するものであるかどうかを調査し，適合すると認めたときは，交付す

べき助成金の額を確定する。 

２  センターは，前項の規定により確定した金額を超える助成金が既に交付されている

ときは，その金額の返還を助成事業者に請求するものとする。 

３  センターは，前二項に係る金額を「地域づくり助成事業精算通知書」（様式７）に

より，助成事業者に通知する。 

第１１条（助成金の取消し） 
センターは，次の各号に該当する事項が生じていると認めた場合には，既にした交付

の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

一   助成事業者が助成金を他の用途へ使用したとき。  

二   助成事業者が交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。  

三   助成事業者が研究又は活動を実施しなかったとき。 



 

3 
 

２  前項に該当する場合に，既に助成金の交付がなされているときは，助成事業者は

取り消された助成金に相当する金額をセンターに返還しなければならない。 

３  前条の規定は，第 1項の規定による取消しがあった場合について準用する。 

第１２条（公開） 
 センターは，本事業の公益性や透明性を確保するために，助成事業者が実施した

研究又は活動の概要をセンターのホームページで公開することができる。        

 なお，センターは，成果発表の機会を設けるよう努めるものとする。 

第１３条（その他） 
 この要綱に定めるもののほか，本事業の実施に関し必要な事項は，理事長が定め

る。 

附 則 
１  この要綱は，平成２４年４月１日から施行する。  

２  この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。  

３  この要綱は，平成２５年５月 15日から施行する。  

４  この要綱は，平成２７年５月１日から施行する。  

５  この要綱は，平成２８年５月１日から施行する。  

６  この要綱は，令和  元年５月１日から施行する。  

７  この要綱は，令和  ３年４月１日から施行する。  
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